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等の自律権拡大を内容とする経済改革措置が 10 月から実施されると伝え 38、同日付の韓国
紙『朝鮮日報』は、協同農場改革について作業単位を縮小し家族農と同様に運用、生産物
の自由処分枠を大幅拡大する「新経済管理改善措置」が「６月 28 日」に内部公表された、















































































































　例えば、2013 年４月 19 日付『民主朝鮮』に掲載された平安北道龍川郡協同農場経営




第４期第 12 次全員会議で行った結論　1965 年 11 月 15 〜 17 日」、『金日成著作集 20』（平壌：朝鮮
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　そして、2015 年６月 10 日付『民主朝鮮』に掲載された平壌市兄弟山区域協同農場経営
委員会委員長の署名論説では、同農場経営委員会が過去 10 年間の ha 当たり穀物収穫高
と土壌測定計器による地力評価を改めて実施、区画別の土地等級を決定して「収穫高基
準」を確定し「農業生産の計画化」を実現した過程が紹介されている 65。
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　だが、北朝鮮当局の現実の政策展開を勘案すると、「党」と「国家」による管理・統制
が強化されている。計画数値こそ公表されないが、一旦は緩和された計画管理は再度強化
されている。体系的な市場経済システムは依然として存在せず、一部受容されている市場
機能は「党」と「国家」の管理・統制下にある。国営企業に付与された経営自律権はきわ
めて制限的、そして分組規模縮小という協同農場の改編措置では、むしろ「党」と「国
家」による管理・統制を強化しており、しかも市場抑圧的・反市場的政策と一括して実施
されている。
　つまり近年の新経済政策は、部分的に見れば計画経済放棄・市場経済導入・集団農業解
体と言えなくもないが、全体的に見れば、社会主義経済管理体制を維持するための調整措
置である。
　このように、北朝鮮における一連の新経済政策については、社会主義経済管理体制を維
持するために「引き締め」→「緩和」→「引き締め」→「緩和」→…という無限のサイク
ルの中で取られた措置の一環に過ぎない、という見方が経験則的に妥当しよう。これは即
ち、社会主義経済管理体制下にある北朝鮮経済の政策調整能力、復元能力が依然として
“健在”であることを示してもいるのである。（了）
キーワード　北朝鮮経済、社会主義経済管理体制、市場経済化、新経済政策、分組管理
制、圃田担当責任制
（本稿は公益財団法人日韓文化交流基金 2013 年度訪韓フェローシップによる研究成果『北朝鮮の総合
的国力に関する研究』の一項目を基に執筆したものである）
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